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東京都 都税事務所長
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日までの月年
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法 人 名

（ふりがな）

日から

兆 千 円十億 百万

封

支 庁 長

前期末現在の資本金の額及び
資本準備金の額の合算額

前期末現在の資本金の額
又 は 出 資 金 の 額

前 期 末 現 在 の
資 本 金 等 の 額

本都が支店等
の場合は本店
所在地と併記

この申告が修正申告である場合は
既に納付の確定した当期分の
法人税割額

この申告により納付
すべき法人税割額

算定期間中において
事務所等を有していた月数

この申告により納付
すべき都民税額
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④＋⑥

前事業年度の法人税割額
（33の金額）
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57 ×
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⑰ ×

56 ×

55 ×

前 事 業 年 度 の 事 業 税 額 ( 54 の 金 額 )

①×

００⑫収 入 割 額

６
前事業年度の月数（　　　　 　　　　　　　）62 ×収 入 割 額

法第15条の４の徴収猶予を受けようとする税額
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前事業年度の特別法人事業税額

特別法人事業税額

(69の金額)

法 第 ７ ２ 条 の ２ 第 １ 項 第 １ 号 に 掲 げ る 事 業

法 第 ７ ２ 条 の ２ 第 １ 項 第 ２ 号 に 掲 げ る 事 業

法 第 ７ ２ 条 の ２ 第 １ 項 第 ３ 号 に 掲 げ る 事 業

所 得 割 額

付 加 価 値 割 額

資 本 割 額

６

６

６

前事業年度の月数

前事業年度の月数

前事業年度の月数

（　　　　 　　　　　　　）
（　　　　 　　　　　　　）
（　　　　 　　　　　　　）61 ×

60 ×

59 ×所 得 割 額

付 加 価 値 割 額

資 本 割 額

予定申告税額(⑨＋⑩＋⑪＋⑫＋⑬＋⑭＋⑮＋⑯＋⑱)
この申告が修正申告である場合は既に納付の確定した
当 期 分 の 事 業 税 額 及 び 特 別 法 人 事 業 税 額
この申告により納付すべき事業税額及び
特別法人事業税額　　

こ の 申 告 の 期 間

通算親法人の事業年度
の期間
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（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

関 与 税 理 士
署 名

確 認

備考

25120－273都・法

前事業年度の月数

前 事 業 年 度 の 期 間


